
平成 年 月

令和 年 月

令和 年度 令和 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

円 円

円 円

円 円

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

処 理 区 数

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

会津坂下町農業集落排水事業経営戦略

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：

改 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

 イ　指定管理者制度民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

職 員 数

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。



（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

有収水量の予測

使用料収入の見通し

施設の見通し

組織の見通し



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

目 標

目 標



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

修繕費に関する事項

委託費に関する事項

その他の取組

薬品費に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

使用料の見直しに関する事項



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 16,200 14,251 13,587 12,983 12,421 11,888 11,324 10,795 10,328 9,876
(1) 13,983 12,115 11,510 10,934 10,387 9,868 9,375 8,906 8,460 8,037
(2) (B)
(3) 2,217 2,136 2,077 2,049 2,034 2,020 1,949 1,889 1,868 1,839

２． 64,228 66,047 66,844 68,083 69,476 70,878 70,389 70,276 71,633 72,924
(1) 32,695 35,887 36,904 38,199 39,603 41,007 41,909 42,910 44,268 45,559

32,695 35,887 36,904 38,199 39,603 41,007 41,909 42,910 44,268 45,559

(2) 31,530 30,157 29,937 29,881 29,870 29,868 28,477 27,363 27,362 27,362
(3) 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

(C) 80,428 80,298 80,431 81,066 81,897 82,766 81,713 81,071 81,961 82,800
１． 76,626 72,198 72,354 72,999 73,823 74,684 73,642 73,010 73,953 74,924
(1) 9,916 10,015 10,115 10,216 10,319 10,422 10,526 10,631 10,738 10,845

4,641 4,687 4,734 4,782 4,829 4,878 4,927 4,976 5,026 5,076

5,275 5,328 5,381 5,435 5,489 5,544 5,600 5,656 5,712 5,769
(2) 18,830 16,303 16,993 17,705 18,439 19,199 19,984 20,794 21,630 22,494

2,871 2,670 2,670 2,670 2,670 2,670 2,670 2,670 2,670 2,670
400 400 2,000 5,000 3,000 3,000 3,205 1,705 400 400

15,559 13,233 12,323 10,035 12,769 13,529 14,109 16,419 18,560 19,424
(3) 47,880 45,880 45,246 45,078 45,065 45,063 43,132 41,585 41,585 41,585

２． 5,723 5,644 5,467 5,302 5,155 5,007 4,841 4,674 4,466 4,173
(1) 5,723 5,644 5,467 5,302 5,155 5,007 4,841 4,674 4,466 4,173
(2)

(D) 82,349 77,842 77,821 78,301 78,978 79,691 78,483 77,684 78,419 79,097
(E) △ 1,921 2,456 2,610 2,765 2,919 3,075 3,230 3,387 3,542 3,703
(F) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
(G) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
(H)

△ 1,921 2,456 2,610 2,765 2,919 3,075 3,230 3,387 3,542 3,703
(I) △ 3,439 △ 983 1,627 4,391 7,310 10,386 13,616 17,002 20,545 24,248
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 16,200 14,251 13,587 12,983 12,421 11,888 11,324 10,795 10,328 9,876

(N)

(O)

(P)

令和１６年度 令和１７年度

（単位：千円，％）

営 業 外 収 益

使 用 料 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度
令和８年度
（当初予算）

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 15,500 14,800 15,700 18,700 19,500 19,300 17,800 12,900 5,000 700

15,500 14,800 15,700 18,700 19,500 19,300 17,800 12,900 5,000 700

２．

３．

４． 414 422 431 441 450 460 470 480 441 424

５．

６．

７．

８．

９．

15,914 15,222 16,131 19,141 19,950 19,760 18,270 13,380 5,441 1,124

15,914 15,222 16,131 19,141 19,950 19,760 18,270 13,380 5,441 1,124

１． 6,900 6,750 750 7,350 6,740 3,190 12,600 2,550 8,600

２． 32,203 30,542 31,866 33,969 34,734 34,529 32,478 27,217 19,320 15,014

３．

４．

５． 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

32,703 37,942 39,116 35,219 42,584 41,769 36,168 40,317 22,370 24,114

16,789 22,720 22,985 16,078 22,634 22,009 17,898 26,937 16,929 22,990

１． 16,789 22,720 22,985 16,078 22,634 22,009 17,898 26,937 16,929 22,990

２．

３．

４．

16,789 22,720 22,985 16,078 22,634 22,009 17,898 26,937 16,929 22,990

273,548 257,806 242,441 227,172 211,939 196,710 182,032 167,715 153,396 139,083

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

34,912 38,024 38,982 40,249 41,639 43,027 43,859 44,800 46,138 47,399

16,541 15,993 15,594 15,416 15,328 15,240 14,764 14,362 14,236 14,051

18,371 22,031 23,388 24,833 26,311 27,787 29,095 30,438 31,902 33,348

414 422 431 441 450 460 470 480 441 424

414 422 431 441 450 460 470 480 441 424

35,326 38,446 39,413 40,690 42,089 43,487 44,329 45,280 46,579 47,823

令和１７年度

企 業 債

うち 資本費平準化債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和８年度
（当初予算）

令和９年度 令和１０年度 令和１３年度令和１１年度 令和１２年度

計

そ の 他

令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金
他会計長期借入返還

金
他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１６年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和１７年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和８年度
（当初予算）

令和９年度 令和１０年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度令和１１年度 令和１２年度



供用開始年月日 平 成 ６ 年 ４ 月 ７ 日

処理区域内人口 １，０６２人

計算期間 自　令和８年４月～至　令和１１年３月

（３年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

14,133 12,536 12,536

0 0 0

0 0 0

14,133 12,536 0 12,536

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

264 260 260

264 260 0 260

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

委 託 料

小 計

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

管
渠
費

人
件
費

給 料

そ の 他

修 繕 費

材 料 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

人
件
費

動 力 費

金　　　　　　　　額

金　　　　　　　　額

農業集落排水事業

収　入　の　部

支　　出　　の　　部

項 目

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

原価計算表

項 目

使 用 料 (X)



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

金　　　　　　　　額
支　　出　　の　　部

項 目

給 料 4,590 4,688 4,688

諸 手 当 2,214 3,197 120 3,077

福 利 費 1,321 2,131 2,131

2,863 2,737 2,737

1,663 934 934

0

0

8,348 8,348 8,348

3,011 3,229 3,229

24,010 25,264 120 25,144

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

457 457 457

1,133 1,250 1,250

1,590 1,707 0 1,707

6,628 5,612 4,031 1,581

58,676 46,336 32,436 13,900

0

65,304 51,948 36,467 15,481

91,168 79,179 36,587 42,592

1,473,174 1,473,174

0.5%

7,366

49,958

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 25.09

＜使用料水準についての説明＞

減 価 償 却 対 象 資 産 （ ① ）

資 産 維 持 率 （ ② ）

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場
合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係る
もの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下
水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の
実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

一
 

般
 

管
 

理
 

費

薬 品 費

小 計

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

使用料対象経費は以下の式で算出されます。
使用料対象経費＝維持管理費＋資本費+資産維持費－公費負担分　資産維持費とは、将来の施設更新費用が建設当時と比較して増
大することが見込まれる場合、使用者負担の期間的公平性を確保しつつ、将来にわたって資産を維持し、農業集落排水事業を継続する
ために必要な費用として計上されるものです。その費用は、減価償却対象資産に資産維持率を乗じて算出されます。資産維持率の目安
として０．５％から３％という数値が示されていることから、本経営戦略においては、下限数値である０．５％を用いることとします。原価計
算表による算定の結果、使用料対象経費に対する農業集落排水処理施設使用料の割合は算定期間（Ｒ８～１０の３年間）の平均で約２
5％となっています。このことは農業集落排水処理使用料が使用料対象経費に対し不足していることを示しています。現状では、不足額
に対し一般会計から基準外として繰入を行っていることから独立採算の制度から大きく乖離しているため、今後の使用料改定では、使用
料で賄う経費はすべて使用料で賄うことを前提に使用料改定を行う必要があります。

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ＝ ① × ② ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

小 計

企 業 債 取 扱 諸 費

資
本
費

支 払 利 息

処
理
場
費

減 価 償 却 費

そ の 他

人
件
費

人
件
費

そ の 他

委 託 料

動 力 費

修 繕 費

材 料 費


